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1．緒言

　アルマイト技術者が 1、2ヶ月に一度、目を通すと有益なホームページを紹介する。

２．序論・・・・強烈な情報から学んだ事

2015 年秋に東京で開催された「第５回おおた研究・開発フェア～産学連携・新技術展～」の

「小間番号 30 近畿大学」をクリックしたら図１が現れた。フロント・ページに４枚の画像が現れ

て、数秒ごとに代わる。画像 3 に衝撃を受けた。「象牙の塔」から「養殖マグロ」への進化に２

１世紀を感じた。画像掲載の決断にも感服した。画像 3 に匹敵するアルマイト技術は何か？と自

問自答した。アルミニウムの窒化処理（特開 2009－228045）、アルマイト皮膜へのプラズマ処理

（特開 2010－270344）、従来とは異なる成膜条件域での交直重畳電解によるアルマイト（特開

2015－124400）を思い出したが、更なる発想の転換に苦戦中。
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図１　悪戯や偽物でない、 ホンモノのホームページ

２．定期的更新の鍍金（めっき）業界ホームページはアルマイト技術者にも有益

2.1　全鍍連のホームページ

全国鍍金工業組合連合会は「全鍍連」の愛称で親し

まれている。図２の「お知らせ」をクリックすると詳

細な「お知らせ」の内容がわかる。

●2015.10.02、全鍍連より【組合員情報】平成 27 年度

「表団協セミナー」開催のご案内のお知らせ。

●2015.09.28、環境省より「水質汚濁防止法施行規則

等の一部を改正する省令」の公布について。

●2015.09.18、全鍍連より平成 27 年度「先輩経営者と

の意見交換会」を開催致しました。

●2015.08.20、全鍍連より平成 27 年度第 1 回技術委員

会 (コンクール外観審査 )を開催しました

●・・・・

　図 2 右端の「全国めっき MAP」をクリックすると各地

の鍍金工業組合のリストがある。なお、鍍金工業組合

を狭義の「めっき屋グループ」と思わないで下さい。

なんと、長野県鍍金工業組合の役員は理事長：堀内哲

（春日井アルマイト工業 ( 有 )）、副理事長兼諏訪支部長：實吉敏朗（( 株 ) マルジョウアルマイ

ト）、副理事長兼伊那支部長：清水光吉（宮田アルマイト工業 (株）)である（図３）。

大阪府鍍金工業組合は、「情報化時代の今日、環境問題・経済事情・業界関連ニュースをいち

早く知って頂くため次の広報活動を行っています。●組合広報：当組合より毎月１回発行送付、

●全鍍連誌：全国鍍金工業組合連合会より毎月１回配布」とホームページに書いてある（図４）。

なお、同ホームページに掲載されている「資格と関係法令」の表はアルマイト技術者にも大切で

ある（表１）。

図３　長野県鍍金工業組合　　　　　　　　　　　　　　　　図４　大阪府鍍金工業組合

表１　資格と関係法令 2.2　鍍材協のホームページ

「『鍍金の世界』（めっきのせかい）は、日本鍍金材料

共同組合が発行する日本の月刊情報誌。1968（昭和 43）

年 2 月創刊。・・・めっき業界人だけでなく、幅広い

読者が楽しめる総合雑誌になっている。」とウィキペデ

ィアで紹介されている。「鍍材協出版物」のページに

「定期購読申込」や「めっき手帳」の購入案内が書いて

ある（図５）。

　国会図書館の蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）

で同誌の目次を知ることができる。最近の掲載論文の

一例を以下に示す。　　

●論題：アカデミアシリーズ ( 第 51 回 ) ソリューショ

　ンプラズマによる表面改質と材料開発、４８巻８号 28 ページ～ 33 ページ（2015 年８月）

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 53 回 )PRTR データを読み解くための市民ガイドブ

ック : 平成 24 年度集計結果から (その 1)、４８巻８号 34 ページ～ 38 ページ（2015 年８月）

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 52 回 ) 電磁波過敏症は次の環境汚染問題となるか ?

(2) その症状と対応策の関連情報、4８巻７号５４ページ～ 58 ページ（2015 年７月）

2.3　機材工のホームページ

日本表面処理機材工業会の「催しもの・出版案内」

のページを図６にしめす。数か月毎に同工業会主催や

表面技術協会と共催の講演会や行事が予告さる。幾つ

かの事例を示す。

●表面処理団体協議会：「平成 27 年度 厚生労働省「化

学物質取扱業種におけるリスクアセスメント支援活動

促進事業」の趣旨。

●初心者セミナー なぜなぜシリーズ第１０弾、『今さ

ら聞けない！！めっきの基礎・装置の基礎』。（1）めっ

き薬品のなぜ、（2）ハルセル分析のなぜ、（3）【特別講

演】《 めっき業界の展望と不良対策》

2.4　めっき業界新聞

新聞は有料であるが、記事の目次はホームページで読めることがある。『日本鍍金新報』は

「形態：タブロイド判　８～２２ページ 毎月 10 日（年 12 回発行）、媒体の特徴：めっき業界専

門紙、独自取材による、企業動向、業界団体、関係省庁の施策、環境問題、公設試による研究開

発、展示会情報等を掲載」と書いてある（図７）。

　表面技術ジャーナル社の「ブログ一覧」に、平成 27 年春の褒章受章者として、「藍綬褒章：奥

野和義（おくの・かずよし）氏、奥野製薬工業株式会社代表取締役社長、一般社団法人日本表面

処理機材工業会会長」と書いてあった（図８）。

図 7　業界新聞 （その 1）　　　　　　　　　　　　　　　　図 8　業界新聞 （その２）

３．定期的更新の官庁関連のホームページ情報はアルマイト技術者にも有益

3.1　中小企業ビジネス支援サイト、J-Net21

　J-Net21 について以下の自己紹介をしている。

「J-Net21 は中小企業基盤整備機構が運営する、中

小企業のためのポータルサイトです。公的機関の支

援情報を中心に、経営に関する Q&A や数多くの企業

事例などを簡単に調べることができます。Q&A や企

業事例以外にも、全国の中小企業向け施策を毎日配

信する「支援情報ヘッドライン」、「中小企業ニュー

ス」・・・など、最新の情報が満載。様々な方面から、

皆様の経営を全面的にサポートするサイト。J-Net21

は、そんなサイトを目指してサービスの向上に努め

ています。ぜひご利用下さい。」

「主要展示会カレンダー」（図９）、「ここが知りた

いＲｏＨＳ指令」（図 10）、「ここが知りたいＲＥＡ

ＣＨ規制」（図は示してない）、「元気なモノ作り中小企業 300 社」を筆者は参照することが多い。

2008 年度の「元気なモノ作り中小企業 300 社」に、以下の紹介文と共に、旭金属工業株式会社

が掲載されている（図 11）。

「航空宇宙製品製造の特殊工程に携わるために必須となる世界で唯一の統一認証プログラム

『Nadcap（国際特殊工程認証システム）』を国内企業で初めて取得した技術力を持ち、国内で唯

一、表面処理にいたる航空機部品の一貫生産を実施」。さらに、「現在、航空機業界では、RｏHS

規制等環境に負荷がかからない航空機及び航空機部品の製造が求められている。同社はクロムめ

っきに替わる加工技術を確立すべく、産学官で研究開発に取り組んでいる」。

なお、Nadcap についての最新ガイドが中小企業庁のホームページで公開されている。なお、

表紙の図 12は縮尺図形でも見やすいように筆者が変形した。

3.2　厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」

「リスクアセスメントとは、事業場にある危険性や

有害性の特定、リスクの見積り、優先度の設定、リス

ク低減措置の決定の一連の手順をいい、事業者は、そ

の結果に基づいて適切な労働災害防止対策を講じる必

要があります。労働安全衛生法第 28 条の 2 では、『危

険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置』

として、製造業や建設業等の事業場の事業者は、リス

クアセスメント及びその結果に基づく措置の実施に取

り組むことが努力義務とされ、その適切かつ有効の実

施のために、厚生労働省から『危険性又は有害性等の

調査等に関する指針』が公表されています。」の解説

が書いてある（図 13）。なお、表面技術協会めっき部会 2015 年９月例会は「リスクアセスメン

ト」であった。

４．「アルマイト」で検索した学術データーベース情報

はアマイト技術者に有益

4.1　G－GLOBAL での検索結果

　G－GLOBAL と次節で紹介するＪ－STAGE は国立研究

開発法人科学技術振興機構（JST）が運営するサービ

スである。「J-GLOBAL は、『つながる、ひろがる、ひら

めく』をコンセプトに、これまで個別に存在していた

科学技術情報をつなぐことで、新たな気付きや発想の

ひろがりを支援する」と説明されている（図 14）。

　G－GLOBAL にキーワードとして、「アルマイト」を入

力すると、図 1４に示すように、2,164 編の論文が検

出された。この論文の中に下記の倉智亮吉の文献があった。

「著者：倉智亮吉 ( 日本電気化学工業所 )、資料名：アルミプロダクツ 巻：28 号：3 ページ：

11-14、 発行年：2015 年 08 月 01 日」

しかし、G－GLOBAL は文献の所在を明らかにするだけで、文献の本文を読むことは出来ない。

本文を読みたい場合は有料で論文を入手しなくてはならない。

4.2　Ｊ－STAGE での検索結果

一方、「総合学術電子ジャーナルサイト『J-STAGE』

は国内で発行された学術論文全文を読むことのでき

る、日本最大級の総合電子ジャーナルプラットフォー

ムです。 ... 2015 年 10 月 02 日現在 全収録誌数 : 

1,893 誌 全収録記事数 : 2,690,692 記事 ...」と説

明されている（図 15）。Ｊ－STAGE に「アルマイト」を

入力したら、図１５の右下に 1,439 編と表示された。

これらの論文は全文を読める。例えば、６０年前の、

「アルマイト加工の現場的諸問題 (2) 蓚酸法で注意す

べきこと、福島俊郎：金属表面技術・現場パンフレッ

ト、Vol. 3 (1956) No. 9、」の論文を読める。

５．結言

大学ホームページのフロント・ページは安田講堂などのタワー建物の写真が常識であったが、

東京大学も、京都大学も、立命館大学も、フロント・ページの写真が数秒ごとに代わる方式であ

った。某「学長日誌」の顔写真は五郎丸選手と同じ顎下の髭であった。しかし、マグロの写真は

無かった。マグロの発想にこだわって、「陽極酸化皮膜またはアルマイト」と「粉砕」の組み合

わせキーワード検索で１９件の日本特許があった。また、欧州特許庁ホームページでの検索に

「anodized aluminum」と「powder」の組み合わせキーワードを入力したら５０件の特許があっ

た。いつの日か、近大マグロを食べて見たいと思っている。

１．はじめに

　2006 年 7 月に RoHS 指令（DIRECTIVE 2002 ／ 95 ／ EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 

THE COUNCIL of 27 January 2003 on the restriction of the use of certain hazardous 

substances in electrical and electronic equipment：有害物質の電気・電子機器への使用制

限指令）が施行されて以来、約 10 年が経過した。今日ではこの EURoHS 指令が世界中に浸透し、

EU諸国以外でもRoHS指令に沿った製品有害物質規制が各国で発効されている。国内のJ-Moss法、

中国 RoHS，韓国 RoHS、タイ RoHS 規制などがその代表的なものである。

　2011 年に規制対象製品、規制対象物質などを追加した修正案が欧州理事会で採択され、RoHS

改訂指令（2011 ／ 65 ／ EC）が発効された。また、RoHS 改訂に併せて規制物質の試験分析法の

国際規格である IEC62321（国際電気標準会議：電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六

価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の改訂作業が進めら

れている。本稿では RoHS 改訂指令の中でポイントとなる対象カテゴリー、規制物質、CE マーキ

ングと IEC62321 の改訂状況について説明する。

２．改訂 RoHS 指令

2.1　対象カテゴリーの追加

　2006 年に発効された RoHS 指令では 11 分類された製品カテゴリー（図１）の中で①から⑦ま

図 1　対象カテゴリーの追加

での製品が規制の対象であった。

　今回の改訂で既にカテゴリー 8 の医療用機器、カテゴリー 9 の監視制御機器の適用が 2014 年

7月から開始されている。続いて2016年7月には体外診断機器が、2017年の7月には、産業用監視、

制御機器の適用がスタートする予定である。カテゴリー 11 のその他の電気電子機器については

2019 年の 7月に適用の開始が決定している。

2.2　規制物質の見直し

　RoHS指令ではカドミウム、鉛、水銀、六価クロム、

ポリ臭化ビフェニル（PBB）、ポリ臭化ジフェニル

エーテル（PBDE）の６物質を規制物質に定めてい

る。RoHS 改訂作業の中でナノカーボンチューブ、

銀ナノ等のナノマテリアル、フタル酸エステル類、

臭素系難燃剤などが追加規制候補物質として検討

されてきたが、改訂 RoHS では最終的にフタル酸

ジ -2- エチルㇸキシル（DEHP）、フタル酸ブチル

ベンジル（BBP）、フタル酸ジ -ｎ- ブチル (DBP)

とヘキサブロモシクロドデカン（HBCDD）の４物

質が残った（図２）。これらの物資は既に公表さ

れている REACH 規則の中の高懸念物質 (SVHC) に

含まれており、今後も規制対象物質はこの SVHC の中から選定されていくと言われている。今回

の改訂 RoHS の中では追加、変更はなかったが、2019 年 7 月には 4 物質の追加規制される予定で

ある。

2.3　ＣＥマーキングの貼付の義務化

　改訂 RoHS での最大の着目点は CE マーキングの貼付の義務化である。CE マークとはすべての

EU の基準を満たした商品に付けられるマークである（図３）。

2008 年に欧州議会及び理事会で決定されたニューアプローチ指令では適合評価（Conformity

Assessment）手法を規定するモジュールに従って要求される技術文書をそろえて、適合宣言し製

品に CE マークを貼付なければならないと規定している。改訂 RoHS では自社に要求される技術文

書をそろえて、適合宣言（Declaration of　Conformity）を行い、上市前に CE マークを貼付す

ることを義務付けた。

この CE マークは製造者の責任において、自主的に貼れるが、技術文書と適合宣言書を当局か

らの求めに応じて提出できるように常時、揃えて置かなければならない。また、技術文書と適合

宣言書は、10 年間の保管を義務付けている。

　さらに改訂 RoHS 指令第 16 条には整合規格（EN50581）を満足しなければならないことを規定

している（図４）。適合宣言はこの規格にしたがってエビデンスを揃えることによって、行うこ

とができる。

2.4　適用除外項目

初版では蛍光灯中の水銀 (5mg)、誘電体セラミックス材中の鉛、電気接点中のカドミウムなど

39 項目の適用除外用途項目を設定した。以後、2011 年 7 月に第 1.0 版、2012 年 6 月に第 2.0 版、

2013 年 3 月に第 2.1 版、2015 年 2 月に第 2.2 版が公布され、見直しが行われている。RoHS 指令

公式サイト http://ec.europa.eu/environment/waste/rohs_eee/legis_en.htm に詳細が述べられ

ている。

　改訂 RoHS では適用除外項目の最長有効期間がカテゴリー 1～ 7 及び 10 では 5 年、カテゴリー

8、9 では 7 年に設定している。また、カテゴリー 8、9 に該当する医療用機器、監視・制御用機

器ではＸ線遮蔽用鉛やＸ線測定用フィルター中のカドミウムなど 40 項目の適用除外項目が設定

されている。

2.5　対象者の変更

　旧版 RoHS では製造者（Producer）だけが対象であった。改訂 RoHS では事業者（Economic 

Operator）、製造者（Manufacturer）代理（Authorised　Representative）、輸入者（Importer）、

販売代理人（Distributor）まで範囲が拡大した。これは川上から川下までの一貫してチェックし、

違反を防いでいくことが狙いである。

３．ＩＥＣ６２３１（電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、

ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の見直し

3.1　規格構成の変更及び分析法の追加

　2008 年 12 月に IEC（International Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）から

電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェ

ニルエーテルの分析方法に関する国際規格 IEC62321 第 1.0 版が発行された。これまで RoHS 規制

物質の分析はこの IEC62321 の試験・分析方法に準じて行われてきた。規格書は前処理法、スク

リーニング分析法、分析手法別材料及び機器中の各成分の定量法、附属書 A～ H によって構成さ

れている（図５）。

　2013 年から規格書の構成及び新規分析法

の変更、追加などの改訂作業が進められて

いる。改訂のポイントは①分析方法・項目

別に分割しての規定②PBB，PBDE の成分元

素である臭素のスクリーニング分析とし

て、燃焼イオンクロマトグラフ法（ボンブ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、フラスコ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、管状炉燃

焼－イオンクロマトグラフ法）の追加③高

分子材料、金属、電子部品中の水銀の分析

法の CA－AAS（冷蒸気原子吸光分析法）の

中に TD ／ G-AAS（熱分解アマルガム化原子

吸光分析）を追加④PBB，PBDE の分析法に

IA－MS（イオン付着質量分析）、HPLC－UV（UV 検出器－高速液体クロマトグラフ分析）を追加⑤

新たにフタル酸エステルの分析法の質量分析法の追加などである（図６）。

3.2　比色法による金属試料の無色及び着色防食被膜中の六価クロムの分析

　スポット試験による目視判定が削除された（2015 年 9 月に削除）。また、沸騰水抽出比色試験

後の六価クロム含有判定の考え方が変更された。以下に改訂前の沸騰水抽出比色試験法の概要と

改訂後の六価クロム含有判定基準の変更点（表１）について説明する。

　改訂前の沸騰水抽出試験法

　試験する試料の表面積は 50 ㎠ ±5 ㎠とする。試料を 50ml の沸騰水中に入れ 10±0.5 分間浸漬

する。試験後、試料を取り出し溶出液を 50ml に定容する。冷却後、オルトリン酸溶液を加える。

試料液を 25ml に等分し、試験液とブランク液とする。試験液に発色液を 1ml 滴下し、溶液の一

部を 1 ㎝の吸収セルに移し、540nm における吸光度をブランクと照合して測定する。予め作成し

ている検量線から試験液中の六価クロム濃度を求める。

　本法での六価クロムの検出下限は 0.02mg/kg である。0.02mg/kg 以上の六価クロム濃度が検出

された場合は六価クロムの存在がありと判断する。

改訂規格では試料表面積当りに換算した六価クロム濃度による含有判定の考え方に一部変更が

あった。

　試料表面積あたりに換算した六価クロム濃度が、従来の考え方では 0.1μg/ ㎠であれば六価ク

ロム有と判定していたものが、改訂ではグレーの判定に変更されると共に、グレーゾーンに入っ

た場合は 3 回の繰返し測定の平均で 0.1μg/ ㎠未満か 0.13μg/ ㎠以上で最終判定することにな

った。

　また、この 0.1μg/ ㎠を膜厚、密度を 0.2μm、5g/ ㎤に仮定した代表的なクロメート被膜中の

六価クロム量に換算すると 1000μg/g（1000ppm）になる。

表１　含有判定の変更点

3.3　フタル酸エステル類のスクリーニング試験分析法

改訂 IEC62321（図６）では公開されていないが、フタル酸エステル類のスクリーニング試験

分析法の規格化検討が進められている。フタル酸エステル類については化学構造の中にハロゲン

元素や金属元素を含まないため、従来のスクリーニング分析法である蛍光Ｘ線分析の適用が困難

である。現在、熱抽出 GC－MS 法が有力な分析法の候補に挙がり検討が進められている。2019 年

までには熱分解 GC－MS 法が正式にスクリーニング分析法として採用される予定である。

４．終わりに

　電気製品に関わる RoHS 指令、自動車に関わる ELV 指令、REACH 規則など発効により、製品中

の環境負荷物質に対する要求が増々厳しくなってきている。また、企業側でも独自の自主基準を

定め、徹底した化学物質管理を行っている。環境に配慮した製品でなければ売れない時代になっ

てきている。ものづくり企業にとって、日常から的確に情報を収集し経営の中に取り込んでいく

ことが今後とも重要になってくるのではないだろうか。

2）株式会社 タツタ環境分析センター

長沼　仁 2）

改訂ＲｏＨＳ指令の概要と動向
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1．緒言

　アルマイト技術者が 1、2ヶ月に一度、目を通すと有益なホームページを紹介する。

２．序論・・・・強烈な情報から学んだ事

2015 年秋に東京で開催された「第５回おおた研究・開発フェア～産学連携・新技術展～」の

「小間番号 30 近畿大学」をクリックしたら図１が現れた。フロント・ページに４枚の画像が現れ

て、数秒ごとに代わる。画像 3 に衝撃を受けた。「象牙の塔」から「養殖マグロ」への進化に２

１世紀を感じた。画像掲載の決断にも感服した。画像 3 に匹敵するアルマイト技術は何か？と自

問自答した。アルミニウムの窒化処理（特開 2009－228045）、アルマイト皮膜へのプラズマ処理

（特開 2010－270344）、従来とは異なる成膜条件域での交直重畳電解によるアルマイト（特開

2015－124400）を思い出したが、更なる発想の転換に苦戦中。

画像（1）　　　　　　　　　画像（2）　　　　　　　　　画像（4）

画像（3）

図１　悪戯や偽物でない、 ホンモノのホームページ

２．定期的更新の鍍金（めっき）業界ホームページはアルマイト技術者にも有益

2.1　全鍍連のホームページ

全国鍍金工業組合連合会は「全鍍連」の愛称で親し

まれている。図２の「お知らせ」をクリックすると詳

細な「お知らせ」の内容がわかる。

●2015.10.02、全鍍連より【組合員情報】平成 27 年度

「表団協セミナー」開催のご案内のお知らせ。

●2015.09.28、環境省より「水質汚濁防止法施行規則

等の一部を改正する省令」の公布について。

●2015.09.18、全鍍連より平成 27 年度「先輩経営者と

の意見交換会」を開催致しました。

●2015.08.20、全鍍連より平成 27 年度第 1 回技術委員

会 (コンクール外観審査 )を開催しました

●・・・・

　図 2 右端の「全国めっき MAP」をクリックすると各地

の鍍金工業組合のリストがある。なお、鍍金工業組合

を狭義の「めっき屋グループ」と思わないで下さい。

なんと、長野県鍍金工業組合の役員は理事長：堀内哲

（春日井アルマイト工業 ( 有 )）、副理事長兼諏訪支部長：實吉敏朗（( 株 ) マルジョウアルマイ

ト）、副理事長兼伊那支部長：清水光吉（宮田アルマイト工業 (株）)である（図３）。

大阪府鍍金工業組合は、「情報化時代の今日、環境問題・経済事情・業界関連ニュースをいち

早く知って頂くため次の広報活動を行っています。●組合広報：当組合より毎月１回発行送付、

●全鍍連誌：全国鍍金工業組合連合会より毎月１回配布」とホームページに書いてある（図４）。

なお、同ホームページに掲載されている「資格と関係法令」の表はアルマイト技術者にも大切で

ある（表１）。

図３　長野県鍍金工業組合　　　　　　　　　　　　　　　　図４　大阪府鍍金工業組合

表１　資格と関係法令 2.2　鍍材協のホームページ

「『鍍金の世界』（めっきのせかい）は、日本鍍金材料

共同組合が発行する日本の月刊情報誌。1968（昭和 43）

年 2 月創刊。・・・めっき業界人だけでなく、幅広い

読者が楽しめる総合雑誌になっている。」とウィキペデ

ィアで紹介されている。「鍍材協出版物」のページに

「定期購読申込」や「めっき手帳」の購入案内が書いて

ある（図５）。

　国会図書館の蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）

で同誌の目次を知ることができる。最近の掲載論文の

一例を以下に示す。　　

●論題：アカデミアシリーズ ( 第 51 回 ) ソリューショ

　ンプラズマによる表面改質と材料開発、４８巻８号 28 ページ～ 33 ページ（2015 年８月）

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 53 回 )PRTR データを読み解くための市民ガイドブ

ック : 平成 24 年度集計結果から (その 1)、４８巻８号 34 ページ～ 38 ページ（2015 年８月）

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 52 回 ) 電磁波過敏症は次の環境汚染問題となるか ?

(2) その症状と対応策の関連情報、4８巻７号５４ページ～ 58 ページ（2015 年７月）

2.3　機材工のホームページ

日本表面処理機材工業会の「催しもの・出版案内」

のページを図６にしめす。数か月毎に同工業会主催や

表面技術協会と共催の講演会や行事が予告さる。幾つ

かの事例を示す。

●表面処理団体協議会：「平成 27 年度 厚生労働省「化

学物質取扱業種におけるリスクアセスメント支援活動

促進事業」の趣旨。

●初心者セミナー なぜなぜシリーズ第１０弾、『今さ

ら聞けない！！めっきの基礎・装置の基礎』。（1）めっ

き薬品のなぜ、（2）ハルセル分析のなぜ、（3）【特別講

演】《 めっき業界の展望と不良対策》

2.4　めっき業界新聞

新聞は有料であるが、記事の目次はホームページで読めることがある。『日本鍍金新報』は

「形態：タブロイド判　８～２２ページ 毎月 10 日（年 12 回発行）、媒体の特徴：めっき業界専

門紙、独自取材による、企業動向、業界団体、関係省庁の施策、環境問題、公設試による研究開

発、展示会情報等を掲載」と書いてある（図７）。

　表面技術ジャーナル社の「ブログ一覧」に、平成 27 年春の褒章受章者として、「藍綬褒章：奥

野和義（おくの・かずよし）氏、奥野製薬工業株式会社代表取締役社長、一般社団法人日本表面

処理機材工業会会長」と書いてあった（図８）。

図 7　業界新聞 （その 1）　　　　　　　　　　　　　　　　図 8　業界新聞 （その２）

３．定期的更新の官庁関連のホームページ情報はアルマイト技術者にも有益

3.1　中小企業ビジネス支援サイト、J-Net21

　J-Net21 について以下の自己紹介をしている。

「J-Net21 は中小企業基盤整備機構が運営する、中

小企業のためのポータルサイトです。公的機関の支

援情報を中心に、経営に関する Q&A や数多くの企業

事例などを簡単に調べることができます。Q&A や企

業事例以外にも、全国の中小企業向け施策を毎日配

信する「支援情報ヘッドライン」、「中小企業ニュー

ス」・・・など、最新の情報が満載。様々な方面から、

皆様の経営を全面的にサポートするサイト。J-Net21

は、そんなサイトを目指してサービスの向上に努め

ています。ぜひご利用下さい。」

「主要展示会カレンダー」（図９）、「ここが知りた

いＲｏＨＳ指令」（図 10）、「ここが知りたいＲＥＡ

ＣＨ規制」（図は示してない）、「元気なモノ作り中小企業 300 社」を筆者は参照することが多い。

2008 年度の「元気なモノ作り中小企業 300 社」に、以下の紹介文と共に、旭金属工業株式会社

が掲載されている（図 11）。

「航空宇宙製品製造の特殊工程に携わるために必須となる世界で唯一の統一認証プログラム

『Nadcap（国際特殊工程認証システム）』を国内企業で初めて取得した技術力を持ち、国内で唯

一、表面処理にいたる航空機部品の一貫生産を実施」。さらに、「現在、航空機業界では、RｏHS

規制等環境に負荷がかからない航空機及び航空機部品の製造が求められている。同社はクロムめ

っきに替わる加工技術を確立すべく、産学官で研究開発に取り組んでいる」。

なお、Nadcap についての最新ガイドが中小企業庁のホームページで公開されている。なお、

表紙の図 12は縮尺図形でも見やすいように筆者が変形した。

3.2　厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」

「リスクアセスメントとは、事業場にある危険性や

有害性の特定、リスクの見積り、優先度の設定、リス

ク低減措置の決定の一連の手順をいい、事業者は、そ

の結果に基づいて適切な労働災害防止対策を講じる必

要があります。労働安全衛生法第 28 条の 2 では、『危

険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置』

として、製造業や建設業等の事業場の事業者は、リス

クアセスメント及びその結果に基づく措置の実施に取

り組むことが努力義務とされ、その適切かつ有効の実

施のために、厚生労働省から『危険性又は有害性等の

調査等に関する指針』が公表されています。」の解説

が書いてある（図 13）。なお、表面技術協会めっき部会 2015 年９月例会は「リスクアセスメン

ト」であった。

４．「アルマイト」で検索した学術データーベース情報

はアマイト技術者に有益

4.1　G－GLOBAL での検索結果

　G－GLOBAL と次節で紹介するＪ－STAGE は国立研究

開発法人科学技術振興機構（JST）が運営するサービ

スである。「J-GLOBAL は、『つながる、ひろがる、ひら

めく』をコンセプトに、これまで個別に存在していた

科学技術情報をつなぐことで、新たな気付きや発想の

ひろがりを支援する」と説明されている（図 14）。

　G－GLOBAL にキーワードとして、「アルマイト」を入

力すると、図 1４に示すように、2,164 編の論文が検

出された。この論文の中に下記の倉智亮吉の文献があった。

「著者：倉智亮吉 ( 日本電気化学工業所 )、資料名：アルミプロダクツ 巻：28 号：3 ページ：

11-14、 発行年：2015 年 08 月 01 日」

しかし、G－GLOBAL は文献の所在を明らかにするだけで、文献の本文を読むことは出来ない。

本文を読みたい場合は有料で論文を入手しなくてはならない。

4.2　Ｊ－STAGE での検索結果

一方、「総合学術電子ジャーナルサイト『J-STAGE』

は国内で発行された学術論文全文を読むことのでき

る、日本最大級の総合電子ジャーナルプラットフォー

ムです。 ... 2015 年 10 月 02 日現在 全収録誌数 : 

1,893 誌 全収録記事数 : 2,690,692 記事 ...」と説

明されている（図 15）。Ｊ－STAGE に「アルマイト」を

入力したら、図１５の右下に 1,439 編と表示された。

これらの論文は全文を読める。例えば、６０年前の、

「アルマイト加工の現場的諸問題 (2) 蓚酸法で注意す

べきこと、福島俊郎：金属表面技術・現場パンフレッ

ト、Vol. 3 (1956) No. 9、」の論文を読める。

５．結言

大学ホームページのフロント・ページは安田講堂などのタワー建物の写真が常識であったが、

東京大学も、京都大学も、立命館大学も、フロント・ページの写真が数秒ごとに代わる方式であ

った。某「学長日誌」の顔写真は五郎丸選手と同じ顎下の髭であった。しかし、マグロの写真は

無かった。マグロの発想にこだわって、「陽極酸化皮膜またはアルマイト」と「粉砕」の組み合

わせキーワード検索で１９件の日本特許があった。また、欧州特許庁ホームページでの検索に

「anodized aluminum」と「powder」の組み合わせキーワードを入力したら５０件の特許があっ

た。いつの日か、近大マグロを食べて見たいと思っている。

１．はじめに

　2006 年 7 月に RoHS 指令（DIRECTIVE 2002 ／ 95 ／ EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 

THE COUNCIL of 27 January 2003 on the restriction of the use of certain hazardous 

substances in electrical and electronic equipment：有害物質の電気・電子機器への使用制

限指令）が施行されて以来、約 10 年が経過した。今日ではこの EURoHS 指令が世界中に浸透し、

EU諸国以外でもRoHS指令に沿った製品有害物質規制が各国で発効されている。国内のJ-Moss法、

中国 RoHS，韓国 RoHS、タイ RoHS 規制などがその代表的なものである。

2011 年に規制対象製品、規制対象物質などを追加した修正案が欧州理事会で採択され、RoHS

改訂指令（2011 ／ 65 ／ EC）が発効された。また、RoHS 改訂に併せて規制物質の試験分析法の

国際規格である IEC62321（国際電気標準会議：電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六

価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の改訂作業が進めら

れている。本稿では RoHS 改訂指令の中でポイントとなる対象カテゴリー、規制物質、CE マーキ

ングと IEC62321 の改訂状況について説明する。

２．改訂 RoHS 指令

2.1　対象カテゴリーの追加

　2006 年に発効された RoHS 指令では 11 分類された製品カテゴリー（図１）の中で①から⑦ま

図 1　対象カテゴリーの追加

での製品が規制の対象であった。

　今回の改訂で既にカテゴリー 8 の医療用機器、カテゴリー 9 の監視制御機器の適用が 2014 年

7月から開始されている。続いて2016年7月には体外診断機器が、2017年の7月には、産業用監視、

制御機器の適用がスタートする予定である。カテゴリー 11 のその他の電気電子機器については

2019 年の 7月に適用の開始が決定している。

2.2　規制物質の見直し

　RoHS指令ではカドミウム、鉛、水銀、六価クロム、

ポリ臭化ビフェニル（PBB）、ポリ臭化ジフェニル

エーテル（PBDE）の６物質を規制物質に定めてい

る。RoHS 改訂作業の中でナノカーボンチューブ、

銀ナノ等のナノマテリアル、フタル酸エステル類、

臭素系難燃剤などが追加規制候補物質として検討

されてきたが、改訂 RoHS では最終的にフタル酸

ジ -2- エチルㇸキシル（DEHP）、フタル酸ブチル

ベンジル（BBP）、フタル酸ジ -ｎ- ブチル (DBP)

とヘキサブロモシクロドデカン（HBCDD）の４物

質が残った（図２）。これらの物資は既に公表さ

れている REACH 規則の中の高懸念物質 (SVHC) に

含まれており、今後も規制対象物質はこの SVHC の中から選定されていくと言われている。今回

の改訂 RoHS の中では追加、変更はなかったが、2019 年 7 月には 4 物質の追加規制される予定で

ある。

2.3　ＣＥマーキングの貼付の義務化

　改訂 RoHS での最大の着目点は CE マーキングの貼付の義務化である。CE マークとはすべての

EU の基準を満たした商品に付けられるマークである（図３）。

　2008 年に欧州議会及び理事会で決定されたニューアプローチ指令では適合評価（Conformity 

Assessment）手法を規定するモジュールに従って要求される技術文書をそろえて、適合宣言し製

品に CE マークを貼付なければならないと規定している。改訂 RoHS では自社に要求される技術文

書をそろえて、適合宣言（Declaration of　Conformity）を行い、上市前に CE マークを貼付す

ることを義務付けた。

この CE マークは製造者の責任において、自主的に貼れるが、技術文書と適合宣言書を当局か

らの求めに応じて提出できるように常時、揃えて置かなければならない。また、技術文書と適合

宣言書は、10 年間の保管を義務付けている。

　さらに改訂 RoHS 指令第 16 条には整合規格（EN50581）を満足しなければならないことを規定

している（図４）。適合宣言はこの規格にしたがってエビデンスを揃えることによって、行うこ

とができる。

2.4　適用除外項目

初版では蛍光灯中の水銀 (5mg)、誘電体セラミックス材中の鉛、電気接点中のカドミウムなど

39 項目の適用除外用途項目を設定した。以後、2011 年 7 月に第 1.0 版、2012 年 6 月に第 2.0 版、

2013 年 3 月に第 2.1 版、2015 年 2 月に第 2.2 版が公布され、見直しが行われている。RoHS 指令

公式サイト http://ec.europa.eu/environment/waste/rohs_eee/legis_en.htm に詳細が述べられ

ている。

　改訂 RoHS では適用除外項目の最長有効期間がカテゴリー 1 ～ 7 及び 10 では 5 年、カテゴリー

8、9 では 7 年に設定している。また、カテゴリー 8、9 に該当する医療用機器、監視・制御用機

器ではＸ線遮蔽用鉛やＸ線測定用フィルター中のカドミウムなど 40 項目の適用除外項目が設定

されている。

2.5　対象者の変更

　旧版 RoHS では製造者（Producer）だけが対象であった。改訂 RoHS では事業者（Economic 

Operator）、製造者（Manufacturer）代理（Authorised　Representative）、輸入者（Importer）、

販売代理人（Distributor）まで範囲が拡大した。これは川上から川下までの一貫してチェックし、

違反を防いでいくことが狙いである。

３．ＩＥＣ６２３１（電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、

ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の見直し

3.1　規格構成の変更及び分析法の追加

　2008 年 12 月に IEC（International Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）から

電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェ

ニルエーテルの分析方法に関する国際規格 IEC62321 第 1.0 版が発行された。これまで RoHS 規制

物質の分析はこの IEC62321 の試験・分析方法に準じて行われてきた。規格書は前処理法、スク

リーニング分析法、分析手法別材料及び機器中の各成分の定量法、附属書 A～ H によって構成さ

れている（図５）。

　2013 年から規格書の構成及び新規分析法

の変更、追加などの改訂作業が進められて

いる。改訂のポイントは①分析方法・項目

別に分割しての規定②PBB，PBDE の成分元

素である臭素のスクリーニング分析とし

て、燃焼イオンクロマトグラフ法（ボンブ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、フラスコ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、管状炉燃

焼－イオンクロマトグラフ法）の追加③高

分子材料、金属、電子部品中の水銀の分析

法の CA－AAS（冷蒸気原子吸光分析法）の

中に TD ／ G-AAS（熱分解アマルガム化原子

吸光分析）を追加④PBB，PBDE の分析法に

IA－MS（イオン付着質量分析）、HPLC－UV（UV 検出器－高速液体クロマトグラフ分析）を追加⑤

新たにフタル酸エステルの分析法の質量分析法の追加などである（図６）。

3.2　比色法による金属試料の無色及び着色防食被膜中の六価クロムの分析

　スポット試験による目視判定が削除された（2015 年 9 月に削除）。また、沸騰水抽出比色試験

後の六価クロム含有判定の考え方が変更された。以下に改訂前の沸騰水抽出比色試験法の概要と

改訂後の六価クロム含有判定基準の変更点（表１）について説明する。

　改訂前の沸騰水抽出試験法

　試験する試料の表面積は 50 ㎠ ±5 ㎠とする。試料を 50ml の沸騰水中に入れ 10±0.5 分間浸漬

する。試験後、試料を取り出し溶出液を 50ml に定容する。冷却後、オルトリン酸溶液を加える。

試料液を 25ml に等分し、試験液とブランク液とする。試験液に発色液を 1ml 滴下し、溶液の一

部を 1 ㎝の吸収セルに移し、540nm における吸光度をブランクと照合して測定する。予め作成し

ている検量線から試験液中の六価クロム濃度を求める。

　本法での六価クロムの検出下限は 0.02mg/kg である。0.02mg/kg 以上の六価クロム濃度が検出

された場合は六価クロムの存在がありと判断する。

改訂規格では試料表面積当りに換算した六価クロム濃度による含有判定の考え方に一部変更が

あった。

　試料表面積あたりに換算した六価クロム濃度が、従来の考え方では 0.1μg/ ㎠であれば六価ク

ロム有と判定していたものが、改訂ではグレーの判定に変更されると共に、グレーゾーンに入っ

た場合は 3 回の繰返し測定の平均で 0.1μg/ ㎠未満か 0.13μg/ ㎠以上で最終判定することにな

った。

　また、この 0.1μg/ ㎠を膜厚、密度を 0.2μm、5g/ ㎤に仮定した代表的なクロメート被膜中の

六価クロム量に換算すると 1000μg/g（1000ppm）になる。

表１　含有判定の変更点

3.3　フタル酸エステル類のスクリーニング試験分析法

改訂 IEC62321（図６）では公開されていないが、フタル酸エステル類のスクリーニング試験

分析法の規格化検討が進められている。フタル酸エステル類については化学構造の中にハロゲン

元素や金属元素を含まないため、従来のスクリーニング分析法である蛍光Ｘ線分析の適用が困難

である。現在、熱抽出 GC－MS 法が有力な分析法の候補に挙がり検討が進められている。2019 年

までには熱分解 GC－MS 法が正式にスクリーニング分析法として採用される予定である。

４．終わりに

　電気製品に関わる RoHS 指令、自動車に関わる ELV 指令、REACH 規則など発効により、製品中

の環境負荷物質に対する要求が増々厳しくなってきている。また、企業側でも独自の自主基準を

定め、徹底した化学物質管理を行っている。環境に配慮した製品でなければ売れない時代になっ

てきている。ものづくり企業にとって、日常から的確に情報を収集し経営の中に取り込んでいく

ことが今後とも重要になってくるのではないだろうか。

図 2　規制対象物質の追加、 見直し

図 3　CE マーク



近畿アルミニウム表面処理研究会会誌№298　 2016

－10－

1．緒言

　アルマイト技術者が 1、2ヶ月に一度、目を通すと有益なホームページを紹介する。

２．序論・・・・強烈な情報から学んだ事

　2015 年秋に東京で開催された「第５回おおた研究・開発フェア～産学連携・新技術展～」の

「小間番号 30 近畿大学」をクリックしたら図１が現れた。フロント・ページに４枚の画像が現れ

て、数秒ごとに代わる。画像 3 に衝撃を受けた。「象牙の塔」から「養殖マグロ」への進化に２

１世紀を感じた。画像掲載の決断にも感服した。画像 3 に匹敵するアルマイト技術は何か？と自

問自答した。アルミニウムの窒化処理（特開 2009－228045）、アルマイト皮膜へのプラズマ処理

（特開 2010－270344）、従来とは異なる成膜条件域での交直重畳電解によるアルマイト（特開

2015－124400）を思い出したが、更なる発想の転換に苦戦中。

画像（1）　　　　　　　　　画像（2）　　　　　　　　　画像（4）

画像（3）

図１　悪戯や偽物でない、 ホンモノのホームページ

２．定期的更新の鍍金（めっき）業界ホームページはアルマイト技術者にも有益

2.1　全鍍連のホームページ

　全国鍍金工業組合連合会は「全鍍連」の愛称で親し

まれている。図２の「お知らせ」をクリックすると詳

細な「お知らせ」の内容がわかる。

●2015.10.02、全鍍連より【組合員情報】平成 27 年度

「表団協セミナー」開催のご案内のお知らせ。

●2015.09.28、環境省より「水質汚濁防止法施行規則

等の一部を改正する省令」の公布について。

●2015.09.18、全鍍連より平成 27 年度「先輩経営者と

の意見交換会」を開催致しました。

●2015.08.20、全鍍連より平成 27 年度第 1 回技術委員

会 (コンクール外観審査 )を開催しました

●・・・・

　図 2 右端の「全国めっき MAP」をクリックすると各地

の鍍金工業組合のリストがある。なお、鍍金工業組合

を狭義の「めっき屋グループ」と思わないで下さい。

なんと、長野県鍍金工業組合の役員は理事長：堀内哲

（春日井アルマイト工業 ( 有 )）、副理事長兼諏訪支部長：實吉敏朗（( 株 ) マルジョウアルマイ

ト）、副理事長兼伊那支部長：清水光吉（宮田アルマイト工業 (株）)である（図３）。

　大阪府鍍金工業組合は、「情報化時代の今日、環境問題・経済事情・業界関連ニュースをいち

早く知って頂くため次の広報活動を行っています。●組合広報：当組合より毎月１回発行送付、

●全鍍連誌：全国鍍金工業組合連合会より毎月１回配布」とホームページに書いてある（図４）。

なお、同ホームページに掲載されている「資格と関係法令」の表はアルマイト技術者にも大切で

ある（表１）。

図３　長野県鍍金工業組合　　　　　　　　　　　　　　　　図４　大阪府鍍金工業組合

表１　資格と関係法令 2.2　鍍材協のホームページ

　「『鍍金の世界』（めっきのせかい）は、日本鍍金材料

共同組合が発行する日本の月刊情報誌。1968（昭和 43）

年 2 月創刊。・・・めっき業界人だけでなく、幅広い

読者が楽しめる総合雑誌になっている。」とウィキペデ

ィアで紹介されている。「鍍材協出版物」のページに

「定期購読申込」や「めっき手帳」の購入案内が書いて

ある（図５）。

　国会図書館の蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）

で同誌の目次を知ることができる。最近の掲載論文の

一例を以下に示す。　　

●論題：アカデミアシリーズ ( 第 51 回 ) ソリューショ

　ンプラズマによる表面改質と材料開発、４８巻８号 28 ページ～ 33 ページ（2015 年８月）

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 53 回 )PRTR データを読み解くための市民ガイドブ

ック : 平成 24 年度集計結果から (その 1)、４８巻８号 34 ページ～ 38 ページ（2015 年８月） 

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 52 回 ) 電磁波過敏症は次の環境汚染問題となるか ? 

(2) その症状と対応策の関連情報、4８巻７号５４ページ～ 58 ページ（2015 年７月）

2.3　機材工のホームページ

　日本表面処理機材工業会の「催しもの・出版案内」

のページを図６にしめす。数か月毎に同工業会主催や

表面技術協会と共催の講演会や行事が予告さる。幾つ

かの事例を示す。

●表面処理団体協議会：「平成 27 年度 厚生労働省「化

学物質取扱業種におけるリスクアセスメント支援活動

促進事業」の趣旨。

●初心者セミナー　なぜなぜシリーズ第１０弾、『今さ

ら聞けない！！めっきの基礎・装置の基礎』。（1）めっ

き薬品のなぜ、（2）ハルセル分析のなぜ、（3）【特別講

演】《 めっき業界の展望と不良対策》

2.4　めっき業界新聞

　新聞は有料であるが、記事の目次はホームページで読めることがある。『日本鍍金新報』は

「形態：タブロイド判　８～２２ページ 毎月 10 日（年 12 回発行）、媒体の特徴：めっき業界専

門紙、独自取材による、企業動向、業界団体、関係省庁の施策、環境問題、公設試による研究開

発、展示会情報等を掲載」と書いてある（図７）。

　表面技術ジャーナル社の「ブログ一覧」に、平成 27 年春の褒章受章者として、「藍綬褒章：奥

野和義（おくの・かずよし）氏、奥野製薬工業株式会社代表取締役社長、一般社団法人日本表面

処理機材工業会会長」と書いてあった（図８）。

　　

図 7　業界新聞 （その 1）　　　　　　　　　　　　　　　　図 8　業界新聞 （その２）

３．定期的更新の官庁関連のホームページ情報はアルマイト技術者にも有益

3.1　中小企業ビジネス支援サイト、J-Net21

　J-Net21 について以下の自己紹介をしている。

　「J-Net21 は中小企業基盤整備機構が運営する、中

小企業のためのポータルサイトです。公的機関の支

援情報を中心に、経営に関する Q&A や数多くの企業

事例などを簡単に調べることができます。Q&A や企

業事例以外にも、全国の中小企業向け施策を毎日配

信する「支援情報ヘッドライン」、「中小企業ニュー

ス」・・・など、最新の情報が満載。様々な方面から、

皆様の経営を全面的にサポートするサイト。J-Net21

は、そんなサイトを目指してサービスの向上に努め

ています。ぜひご利用下さい。」

　「主要展示会カレンダー」（図９）、「ここが知りた

いＲｏＨＳ指令」（図 10）、「ここが知りたいＲＥＡ

ＣＨ規制」（図は示してない）、「元気なモノ作り中小企業 300 社」を筆者は参照することが多い。

2008 年度の「元気なモノ作り中小企業 300 社」に、以下の紹介文と共に、旭金属工業株式会社

が掲載されている（図 11）。

　「航空宇宙製品製造の特殊工程に携わるために必須となる世界で唯一の統一認証プログラム

『Nadcap（国際特殊工程認証システム）』を国内企業で初めて取得した技術力を持ち、国内で唯

一、表面処理にいたる航空機部品の一貫生産を実施」。さらに、「現在、航空機業界では、RｏHS

規制等環境に負荷がかからない航空機及び航空機部品の製造が求められている。同社はクロムめ

っきに替わる加工技術を確立すべく、産学官で研究開発に取り組んでいる」。

　なお、Nadcap についての最新ガイドが中小企業庁のホームページで公開されている。なお、

表紙の図 12は縮尺図形でも見やすいように筆者が変形した。

3.2　厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」

　「リスクアセスメントとは、事業場にある危険性や

有害性の特定、リスクの見積り、優先度の設定、リス

ク低減措置の決定の一連の手順をいい、事業者は、そ

の結果に基づいて適切な労働災害防止対策を講じる必

要があります。労働安全衛生法第 28 条の 2 では、『危

険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置』

として、製造業や建設業等の事業場の事業者は、リス

クアセスメント及びその結果に基づく措置の実施に取

り組むことが努力義務とされ、その適切かつ有効の実

施のために、厚生労働省から『危険性又は有害性等の

調査等に関する指針』が公表されています。」の解説

が書いてある（図 13）。なお、表面技術協会めっき部会 2015 年９月例会は「リスクアセスメン

ト」であった。

４．「アルマイト」で検索した学術データーベース情報

はアマイト技術者に有益

4.1　G－GLOBAL での検索結果

　G－GLOBAL と次節で紹介するＪ－STAGE は国立研究

開発法人科学技術振興機構（JST）が運営するサービ

スである。「J-GLOBAL は、『つながる、ひろがる、ひら

めく』をコンセプトに、これまで個別に存在していた

科学技術情報をつなぐことで、新たな気付きや発想の

ひろがりを支援する」と説明されている（図 14）。

　G－GLOBAL にキーワードとして、「アルマイト」を入

力すると、図 1４に示すように、2,164 編の論文が検

出された。この論文の中に下記の倉智亮吉の文献があった。

　「著者：倉智亮吉 ( 日本電気化学工業所 )、資料名：アルミプロダクツ 巻：28 号：3 ページ：

11-14、 発行年：2015 年 08 月 01 日」

　しかし、G－GLOBAL は文献の所在を明らかにするだけで、文献の本文を読むことは出来ない。

本文を読みたい場合は有料で論文を入手しなくてはならない。

4.2　Ｊ－STAGE での検索結果

　一方、「総合学術電子ジャーナルサイト『J-STAGE』

は国内で発行された学術論文全文を読むことのでき

る、日本最大級の総合電子ジャーナルプラットフォー

ムです。 ... 2015 年 10 月 02 日現在 全収録誌数 : 

1,893 誌 全収録記事数 : 2,690,692 記事 ...」と説

明されている（図 15）。Ｊ－STAGE に「アルマイト」を

入力したら、図１５の右下に 1,439 編と表示された。

これらの論文は全文を読める。例えば、６０年前の、

「アルマイト加工の現場的諸問題 (2) 蓚酸法で注意す

べきこと、福島俊郎：金属表面技術・現場パンフレッ

ト、Vol. 3 (1956) No. 9、」の論文を読める。

５．結言

　大学ホームページのフロント・ページは安田講堂などのタワー建物の写真が常識であったが、

東京大学も、京都大学も、立命館大学も、フロント・ページの写真が数秒ごとに代わる方式であ

った。某「学長日誌」の顔写真は五郎丸選手と同じ顎下の髭であった。しかし、マグロの写真は

無かった。マグロの発想にこだわって、「陽極酸化皮膜またはアルマイト」と「粉砕」の組み合

わせキーワード検索で１９件の日本特許があった。また、欧州特許庁ホームページでの検索に

「anodized aluminum」と「powder」の組み合わせキーワードを入力したら５０件の特許があっ

た。いつの日か、近大マグロを食べて見たいと思っている。

１．はじめに

　2006 年 7 月に RoHS 指令（DIRECTIVE 2002 ／ 95 ／ EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 

THE COUNCIL of 27 January 2003 on the restriction of the use of certain hazardous 

substances in electrical and electronic equipment：有害物質の電気・電子機器への使用制

限指令）が施行されて以来、約 10 年が経過した。今日ではこの EURoHS 指令が世界中に浸透し、

EU諸国以外でもRoHS指令に沿った製品有害物質規制が各国で発効されている。国内のJ-Moss法、

中国 RoHS，韓国 RoHS、タイ RoHS 規制などがその代表的なものである。

　2011 年に規制対象製品、規制対象物質などを追加した修正案が欧州理事会で採択され、RoHS

改訂指令（2011 ／ 65 ／ EC）が発効された。また、RoHS 改訂に併せて規制物質の試験分析法の

国際規格である IEC62321（国際電気標準会議：電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六

価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の改訂作業が進めら

れている。本稿では RoHS 改訂指令の中でポイントとなる対象カテゴリー、規制物質、CE マーキ

ングと IEC62321 の改訂状況について説明する。

２．改訂 RoHS 指令

2.1　対象カテゴリーの追加

　2006 年に発効された RoHS 指令では 11 分類された製品カテゴリー（図１）の中で①から⑦ま

図 1　対象カテゴリーの追加

での製品が規制の対象であった。

　今回の改訂で既にカテゴリー 8 の医療用機器、カテゴリー 9 の監視制御機器の適用が 2014 年

7月から開始されている。続いて2016年7月には体外診断機器が、2017年の7月には、産業用監視、

制御機器の適用がスタートする予定である。カテゴリー 11 のその他の電気電子機器については

2019 年の 7月に適用の開始が決定している。

2.2　規制物質の見直し

　RoHS指令ではカドミウム、鉛、水銀、六価クロム、

ポリ臭化ビフェニル（PBB）、ポリ臭化ジフェニル

エーテル（PBDE）の６物質を規制物質に定めてい

る。RoHS 改訂作業の中でナノカーボンチューブ、

銀ナノ等のナノマテリアル、フタル酸エステル類、

臭素系難燃剤などが追加規制候補物質として検討

されてきたが、改訂 RoHS では最終的にフタル酸

ジ -2- エチルㇸキシル（DEHP）、フタル酸ブチル

ベンジル（BBP）、フタル酸ジ -ｎ- ブチル (DBP)

とヘキサブロモシクロドデカン（HBCDD）の４物

質が残った（図２）。これらの物資は既に公表さ

れている REACH 規則の中の高懸念物質 (SVHC) に

含まれており、今後も規制対象物質はこの SVHC の中から選定されていくと言われている。今回

の改訂 RoHS の中では追加、変更はなかったが、2019 年 7 月には 4 物質の追加規制される予定で

ある。

2.3　ＣＥマーキングの貼付の義務化

　改訂 RoHS での最大の着目点は CE マーキングの貼付の義務化である。CE マークとはすべての

EU の基準を満たした商品に付けられるマークである（図３）。

　2008 年に欧州議会及び理事会で決定されたニューアプローチ指令では適合評価（Conformity 

Assessment）手法を規定するモジュールに従って要求される技術文書をそろえて、適合宣言し製

品に CE マークを貼付なければならないと規定している。改訂 RoHS では自社に要求される技術文

書をそろえて、適合宣言（Declaration of　Conformity）を行い、上市前に CE マークを貼付す

ることを義務付けた。

　この CE マークは製造者の責任において、自主的に貼れるが、技術文書と適合宣言書を当局か

らの求めに応じて提出できるように常時、揃えて置かなければならない。また、技術文書と適合

宣言書は、10 年間の保管を義務付けている。

　さらに改訂 RoHS 指令第 16 条には整合規格（EN50581）を満足しなければならないことを規定

している（図４）。適合宣言はこの規格にしたがってエビデンスを揃えることによって、行うこ

とができる。

2.4　適用除外項目

　初版では蛍光灯中の水銀 (5mg)、誘電体セラミックス材中の鉛、電気接点中のカドミウムなど

39 項目の適用除外用途項目を設定した。以後、2011 年 7 月に第 1.0 版、2012 年 6 月に第 2.0 版、

2013 年 3 月に第 2.1 版、2015 年 2 月に第 2.2 版が公布され、見直しが行われている。RoHS 指令

公式サイト http://ec.europa.eu/environment/waste/rohs_eee/legis_en.htm に詳細が述べられ

ている。

　改訂 RoHS では適用除外項目の最長有効期間がカテゴリー 1 ～ 7 及び 10 では 5 年、カテゴリー

8、9 では 7 年に設定している。また、カテゴリー 8、9 に該当する医療用機器、監視・制御用機

器ではＸ線遮蔽用鉛やＸ線測定用フィルター中のカドミウムなど 40 項目の適用除外項目が設定

されている。

2.5　対象者の変更

　旧版 RoHS では製造者（Producer）だけが対象であった。改訂 RoHS では事業者（Economic 

Operator）、製造者（Manufacturer）代理（Authorised　Representative）、輸入者（Importer）、

販売代理人（Distributor）まで範囲が拡大した。これは川上から川下までの一貫してチェックし、

違反を防いでいくことが狙いである。

３．ＩＥＣ６２３１（電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、

ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の見直し

3.1　規格構成の変更及び分析法の追加

　2008 年 12 月に IEC（International Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）から

電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェ

ニルエーテルの分析方法に関する国際規格 IEC62321 第 1.0 版が発行された。これまで RoHS 規制

物質の分析はこの IEC62321 の試験・分析方法に準じて行われてきた。規格書は前処理法、スク

リーニング分析法、分析手法別材料及び機器中の各成分の定量法、附属書 A～ H によって構成さ

れている（図５）。

　2013 年から規格書の構成及び新規分析法

の変更、追加などの改訂作業が進められて

いる。改訂のポイントは①分析方法・項目

別に分割しての規定②PBB，PBDE の成分元

素である臭素のスクリーニング分析とし

て、燃焼イオンクロマトグラフ法（ボンブ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、フラスコ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、管状炉燃

焼－イオンクロマトグラフ法）の追加③高

分子材料、金属、電子部品中の水銀の分析

法の CA－AAS（冷蒸気原子吸光分析法）の

中に TD ／ G-AAS（熱分解アマルガム化原子

吸光分析）を追加④PBB，PBDE の分析法に

IA－MS（イオン付着質量分析）、HPLC－UV（UV 検出器－高速液体クロマトグラフ分析）を追加⑤

新たにフタル酸エステルの分析法の質量分析法の追加などである（図６）。

 

3.2　比色法による金属試料の無色及び着色防食被膜中の六価クロムの分析

　スポット試験による目視判定が削除された（2015 年 9 月に削除）。また、沸騰水抽出比色試験

後の六価クロム含有判定の考え方が変更された。以下に改訂前の沸騰水抽出比色試験法の概要と

改訂後の六価クロム含有判定基準の変更点（表１）について説明する。

　改訂前の沸騰水抽出試験法

　試験する試料の表面積は 50 ㎠ ±5 ㎠とする。試料を 50ml の沸騰水中に入れ 10±0.5 分間浸漬

する。試験後、試料を取り出し溶出液を 50ml に定容する。冷却後、オルトリン酸溶液を加える。

試料液を 25ml に等分し、試験液とブランク液とする。試験液に発色液を 1ml 滴下し、溶液の一

部を 1 ㎝の吸収セルに移し、540nm における吸光度をブランクと照合して測定する。予め作成し

ている検量線から試験液中の六価クロム濃度を求める。

　本法での六価クロムの検出下限は 0.02mg/kg である。0.02mg/kg 以上の六価クロム濃度が検出

された場合は六価クロムの存在がありと判断する。

　改訂規格では試料表面積当りに換算した六価クロム濃度による含有判定の考え方に一部変更が

あった。

　試料表面積あたりに換算した六価クロム濃度が、従来の考え方では 0.1μg/ ㎠であれば六価ク

ロム有と判定していたものが、改訂ではグレーの判定に変更されると共に、グレーゾーンに入っ

た場合は 3 回の繰返し測定の平均で 0.1μg/ ㎠未満か 0.13μg/ ㎠以上で最終判定することにな

った。

　また、この 0.1μg/ ㎠を膜厚、密度を 0.2μm、5g/ ㎤に仮定した代表的なクロメート被膜中の

六価クロム量に換算すると 1000μg/g（1000ppm）になる。

表１　含有判定の変更点

3.3　フタル酸エステル類のスクリーニング試験分析法

　改訂 IEC62321（図６）では公開されていないが、フタル酸エステル類のスクリーニング試験

分析法の規格化検討が進められている。フタル酸エステル類については化学構造の中にハロゲン

元素や金属元素を含まないため、従来のスクリーニング分析法である蛍光Ｘ線分析の適用が困難

である。現在、熱抽出 GC－MS 法が有力な分析法の候補に挙がり検討が進められている。2019 年

までには熱分解 GC－MS 法が正式にスクリーニング分析法として採用される予定である。

４．終わりに

　電気製品に関わる RoHS 指令、自動車に関わる ELV 指令、REACH 規則など発効により、製品中

の環境負荷物質に対する要求が増々厳しくなってきている。また、企業側でも独自の自主基準を

定め、徹底した化学物質管理を行っている。環境に配慮した製品でなければ売れない時代になっ

てきている。ものづくり企業にとって、日常から的確に情報を収集し経営の中に取り込んでいく

ことが今後とも重要になってくるのではないだろうか。

図 4　自社で要求される技術文書



近畿アルミニウム表面処理研究会会誌№298　 2016

－11－

1．緒言

　アルマイト技術者が 1、2ヶ月に一度、目を通すと有益なホームページを紹介する。

２．序論・・・・強烈な情報から学んだ事

　2015 年秋に東京で開催された「第５回おおた研究・開発フェア～産学連携・新技術展～」の

「小間番号 30 近畿大学」をクリックしたら図１が現れた。フロント・ページに４枚の画像が現れ

て、数秒ごとに代わる。画像 3 に衝撃を受けた。「象牙の塔」から「養殖マグロ」への進化に２

１世紀を感じた。画像掲載の決断にも感服した。画像 3 に匹敵するアルマイト技術は何か？と自

問自答した。アルミニウムの窒化処理（特開 2009－228045）、アルマイト皮膜へのプラズマ処理

（特開 2010－270344）、従来とは異なる成膜条件域での交直重畳電解によるアルマイト（特開

2015－124400）を思い出したが、更なる発想の転換に苦戦中。

画像（1）　　　　　　　　　画像（2）　　　　　　　　　画像（4）

画像（3）

図１　悪戯や偽物でない、 ホンモノのホームページ

２．定期的更新の鍍金（めっき）業界ホームページはアルマイト技術者にも有益

2.1　全鍍連のホームページ

　全国鍍金工業組合連合会は「全鍍連」の愛称で親し

まれている。図２の「お知らせ」をクリックすると詳

細な「お知らせ」の内容がわかる。

●2015.10.02、全鍍連より【組合員情報】平成 27 年度

「表団協セミナー」開催のご案内のお知らせ。

●2015.09.28、環境省より「水質汚濁防止法施行規則

等の一部を改正する省令」の公布について。

●2015.09.18、全鍍連より平成 27 年度「先輩経営者と

の意見交換会」を開催致しました。

●2015.08.20、全鍍連より平成 27 年度第 1 回技術委員

会 (コンクール外観審査 )を開催しました

●・・・・

　図 2 右端の「全国めっき MAP」をクリックすると各地

の鍍金工業組合のリストがある。なお、鍍金工業組合

を狭義の「めっき屋グループ」と思わないで下さい。

なんと、長野県鍍金工業組合の役員は理事長：堀内哲

（春日井アルマイト工業 ( 有 )）、副理事長兼諏訪支部長：實吉敏朗（( 株 ) マルジョウアルマイ

ト）、副理事長兼伊那支部長：清水光吉（宮田アルマイト工業 (株）)である（図３）。

　大阪府鍍金工業組合は、「情報化時代の今日、環境問題・経済事情・業界関連ニュースをいち

早く知って頂くため次の広報活動を行っています。●組合広報：当組合より毎月１回発行送付、

●全鍍連誌：全国鍍金工業組合連合会より毎月１回配布」とホームページに書いてある（図４）。

なお、同ホームページに掲載されている「資格と関係法令」の表はアルマイト技術者にも大切で

ある（表１）。

図３　長野県鍍金工業組合　　　　　　　　　　　　　　　　図４　大阪府鍍金工業組合

表１　資格と関係法令 2.2　鍍材協のホームページ

　「『鍍金の世界』（めっきのせかい）は、日本鍍金材料

共同組合が発行する日本の月刊情報誌。1968（昭和 43）

年 2 月創刊。・・・めっき業界人だけでなく、幅広い

読者が楽しめる総合雑誌になっている。」とウィキペデ

ィアで紹介されている。「鍍材協出版物」のページに

「定期購読申込」や「めっき手帳」の購入案内が書いて

ある（図５）。

　国会図書館の蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）

で同誌の目次を知ることができる。最近の掲載論文の

一例を以下に示す。　　

●論題：アカデミアシリーズ ( 第 51 回 ) ソリューショ

　ンプラズマによる表面改質と材料開発、４８巻８号 28 ページ～ 33 ページ（2015 年８月）

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 53 回 )PRTR データを読み解くための市民ガイドブ

ック : 平成 24 年度集計結果から (その 1)、４８巻８号 34 ページ～ 38 ページ（2015 年８月） 

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 52 回 ) 電磁波過敏症は次の環境汚染問題となるか ? 

(2) その症状と対応策の関連情報、4８巻７号５４ページ～ 58 ページ（2015 年７月）

2.3　機材工のホームページ

　日本表面処理機材工業会の「催しもの・出版案内」

のページを図６にしめす。数か月毎に同工業会主催や

表面技術協会と共催の講演会や行事が予告さる。幾つ

かの事例を示す。

●表面処理団体協議会：「平成 27 年度 厚生労働省「化

学物質取扱業種におけるリスクアセスメント支援活動

促進事業」の趣旨。

●初心者セミナー　なぜなぜシリーズ第１０弾、『今さ

ら聞けない！！めっきの基礎・装置の基礎』。（1）めっ

き薬品のなぜ、（2）ハルセル分析のなぜ、（3）【特別講

演】《 めっき業界の展望と不良対策》

2.4　めっき業界新聞

　新聞は有料であるが、記事の目次はホームページで読めることがある。『日本鍍金新報』は

「形態：タブロイド判　８～２２ページ 毎月 10 日（年 12 回発行）、媒体の特徴：めっき業界専

門紙、独自取材による、企業動向、業界団体、関係省庁の施策、環境問題、公設試による研究開

発、展示会情報等を掲載」と書いてある（図７）。

　表面技術ジャーナル社の「ブログ一覧」に、平成 27 年春の褒章受章者として、「藍綬褒章：奥

野和義（おくの・かずよし）氏、奥野製薬工業株式会社代表取締役社長、一般社団法人日本表面

処理機材工業会会長」と書いてあった（図８）。

　　

図 7　業界新聞 （その 1）　　　　　　　　　　　　　　　　図 8　業界新聞 （その２）

３．定期的更新の官庁関連のホームページ情報はアルマイト技術者にも有益

3.1　中小企業ビジネス支援サイト、J-Net21

　J-Net21 について以下の自己紹介をしている。

　「J-Net21 は中小企業基盤整備機構が運営する、中

小企業のためのポータルサイトです。公的機関の支

援情報を中心に、経営に関する Q&A や数多くの企業

事例などを簡単に調べることができます。Q&A や企

業事例以外にも、全国の中小企業向け施策を毎日配

信する「支援情報ヘッドライン」、「中小企業ニュー

ス」・・・など、最新の情報が満載。様々な方面から、

皆様の経営を全面的にサポートするサイト。J-Net21

は、そんなサイトを目指してサービスの向上に努め

ています。ぜひご利用下さい。」

　「主要展示会カレンダー」（図９）、「ここが知りた

いＲｏＨＳ指令」（図 10）、「ここが知りたいＲＥＡ

ＣＨ規制」（図は示してない）、「元気なモノ作り中小企業 300 社」を筆者は参照することが多い。

2008 年度の「元気なモノ作り中小企業 300 社」に、以下の紹介文と共に、旭金属工業株式会社

が掲載されている（図 11）。

　「航空宇宙製品製造の特殊工程に携わるために必須となる世界で唯一の統一認証プログラム

『Nadcap（国際特殊工程認証システム）』を国内企業で初めて取得した技術力を持ち、国内で唯

一、表面処理にいたる航空機部品の一貫生産を実施」。さらに、「現在、航空機業界では、RｏHS

規制等環境に負荷がかからない航空機及び航空機部品の製造が求められている。同社はクロムめ

っきに替わる加工技術を確立すべく、産学官で研究開発に取り組んでいる」。

　なお、Nadcap についての最新ガイドが中小企業庁のホームページで公開されている。なお、

表紙の図 12は縮尺図形でも見やすいように筆者が変形した。

3.2　厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」

　「リスクアセスメントとは、事業場にある危険性や

有害性の特定、リスクの見積り、優先度の設定、リス

ク低減措置の決定の一連の手順をいい、事業者は、そ

の結果に基づいて適切な労働災害防止対策を講じる必

要があります。労働安全衛生法第 28 条の 2 では、『危

険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置』

として、製造業や建設業等の事業場の事業者は、リス

クアセスメント及びその結果に基づく措置の実施に取

り組むことが努力義務とされ、その適切かつ有効の実

施のために、厚生労働省から『危険性又は有害性等の

調査等に関する指針』が公表されています。」の解説

が書いてある（図 13）。なお、表面技術協会めっき部会 2015 年９月例会は「リスクアセスメン

ト」であった。

４．「アルマイト」で検索した学術データーベース情報

はアマイト技術者に有益

4.1　G－GLOBAL での検索結果

　G－GLOBAL と次節で紹介するＪ－STAGE は国立研究

開発法人科学技術振興機構（JST）が運営するサービ

スである。「J-GLOBAL は、『つながる、ひろがる、ひら

めく』をコンセプトに、これまで個別に存在していた

科学技術情報をつなぐことで、新たな気付きや発想の

ひろがりを支援する」と説明されている（図 14）。

　G－GLOBAL にキーワードとして、「アルマイト」を入

力すると、図 1４に示すように、2,164 編の論文が検

出された。この論文の中に下記の倉智亮吉の文献があった。

　「著者：倉智亮吉 ( 日本電気化学工業所 )、資料名：アルミプロダクツ 巻：28 号：3 ページ：

11-14、 発行年：2015 年 08 月 01 日」

　しかし、G－GLOBAL は文献の所在を明らかにするだけで、文献の本文を読むことは出来ない。

本文を読みたい場合は有料で論文を入手しなくてはならない。

4.2　Ｊ－STAGE での検索結果

　一方、「総合学術電子ジャーナルサイト『J-STAGE』

は国内で発行された学術論文全文を読むことのでき

る、日本最大級の総合電子ジャーナルプラットフォー

ムです。 ... 2015 年 10 月 02 日現在 全収録誌数 : 

1,893 誌 全収録記事数 : 2,690,692 記事 ...」と説

明されている（図 15）。Ｊ－STAGE に「アルマイト」を

入力したら、図１５の右下に 1,439 編と表示された。

これらの論文は全文を読める。例えば、６０年前の、

「アルマイト加工の現場的諸問題 (2) 蓚酸法で注意す

べきこと、福島俊郎：金属表面技術・現場パンフレッ

ト、Vol. 3 (1956) No. 9、」の論文を読める。

５．結言

　大学ホームページのフロント・ページは安田講堂などのタワー建物の写真が常識であったが、

東京大学も、京都大学も、立命館大学も、フロント・ページの写真が数秒ごとに代わる方式であ

った。某「学長日誌」の顔写真は五郎丸選手と同じ顎下の髭であった。しかし、マグロの写真は

無かった。マグロの発想にこだわって、「陽極酸化皮膜またはアルマイト」と「粉砕」の組み合

わせキーワード検索で１９件の日本特許があった。また、欧州特許庁ホームページでの検索に

「anodized aluminum」と「powder」の組み合わせキーワードを入力したら５０件の特許があっ

た。いつの日か、近大マグロを食べて見たいと思っている。

１．はじめに

　2006 年 7 月に RoHS 指令（DIRECTIVE 2002 ／ 95 ／ EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 

THE COUNCIL of 27 January 2003 on the restriction of the use of certain hazardous 

substances in electrical and electronic equipment：有害物質の電気・電子機器への使用制

限指令）が施行されて以来、約 10 年が経過した。今日ではこの EURoHS 指令が世界中に浸透し、

EU諸国以外でもRoHS指令に沿った製品有害物質規制が各国で発効されている。国内のJ-Moss法、

中国 RoHS，韓国 RoHS、タイ RoHS 規制などがその代表的なものである。

　2011 年に規制対象製品、規制対象物質などを追加した修正案が欧州理事会で採択され、RoHS

改訂指令（2011 ／ 65 ／ EC）が発効された。また、RoHS 改訂に併せて規制物質の試験分析法の

国際規格である IEC62321（国際電気標準会議：電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六

価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の改訂作業が進めら

れている。本稿では RoHS 改訂指令の中でポイントとなる対象カテゴリー、規制物質、CE マーキ

ングと IEC62321 の改訂状況について説明する。

２．改訂 RoHS 指令

2.1　対象カテゴリーの追加

　2006 年に発効された RoHS 指令では 11 分類された製品カテゴリー（図１）の中で①から⑦ま

図 1　対象カテゴリーの追加

での製品が規制の対象であった。

　今回の改訂で既にカテゴリー 8 の医療用機器、カテゴリー 9 の監視制御機器の適用が 2014 年

7月から開始されている。続いて2016年7月には体外診断機器が、2017年の7月には、産業用監視、

制御機器の適用がスタートする予定である。カテゴリー 11 のその他の電気電子機器については

2019 年の 7月に適用の開始が決定している。

2.2　規制物質の見直し

　RoHS指令ではカドミウム、鉛、水銀、六価クロム、

ポリ臭化ビフェニル（PBB）、ポリ臭化ジフェニル

エーテル（PBDE）の６物質を規制物質に定めてい

る。RoHS 改訂作業の中でナノカーボンチューブ、

銀ナノ等のナノマテリアル、フタル酸エステル類、

臭素系難燃剤などが追加規制候補物質として検討

されてきたが、改訂 RoHS では最終的にフタル酸

ジ -2- エチルㇸキシル（DEHP）、フタル酸ブチル

ベンジル（BBP）、フタル酸ジ -ｎ- ブチル (DBP)

とヘキサブロモシクロドデカン（HBCDD）の４物

質が残った（図２）。これらの物資は既に公表さ

れている REACH 規則の中の高懸念物質 (SVHC) に

含まれており、今後も規制対象物質はこの SVHC の中から選定されていくと言われている。今回

の改訂 RoHS の中では追加、変更はなかったが、2019 年 7 月には 4 物質の追加規制される予定で

ある。

2.3　ＣＥマーキングの貼付の義務化

　改訂 RoHS での最大の着目点は CE マーキングの貼付の義務化である。CE マークとはすべての

EU の基準を満たした商品に付けられるマークである（図３）。

　2008 年に欧州議会及び理事会で決定されたニューアプローチ指令では適合評価（Conformity 

Assessment）手法を規定するモジュールに従って要求される技術文書をそろえて、適合宣言し製

品に CE マークを貼付なければならないと規定している。改訂 RoHS では自社に要求される技術文

書をそろえて、適合宣言（Declaration of　Conformity）を行い、上市前に CE マークを貼付す

ることを義務付けた。

　この CE マークは製造者の責任において、自主的に貼れるが、技術文書と適合宣言書を当局か

らの求めに応じて提出できるように常時、揃えて置かなければならない。また、技術文書と適合

宣言書は、10 年間の保管を義務付けている。

　さらに改訂 RoHS 指令第 16 条には整合規格（EN50581）を満足しなければならないことを規定

している（図４）。適合宣言はこの規格にしたがってエビデンスを揃えることによって、行うこ

とができる。

2.4　適用除外項目

　初版では蛍光灯中の水銀 (5mg)、誘電体セラミックス材中の鉛、電気接点中のカドミウムなど

39 項目の適用除外用途項目を設定した。以後、2011 年 7 月に第 1.0 版、2012 年 6 月に第 2.0 版、

2013 年 3 月に第 2.1 版、2015 年 2 月に第 2.2 版が公布され、見直しが行われている。RoHS 指令

公式サイト http://ec.europa.eu/environment/waste/rohs_eee/legis_en.htm に詳細が述べられ

ている。

　改訂 RoHS では適用除外項目の最長有効期間がカテゴリー 1 ～ 7 及び 10 では 5 年、カテゴリー

8、9 では 7 年に設定している。また、カテゴリー 8、9 に該当する医療用機器、監視・制御用機

器ではＸ線遮蔽用鉛やＸ線測定用フィルター中のカドミウムなど 40 項目の適用除外項目が設定

されている。

2.5　対象者の変更

　旧版 RoHS では製造者（Producer）だけが対象であった。改訂 RoHS では事業者（Economic 

Operator）、製造者（Manufacturer）代理（Authorised　Representative）、輸入者（Importer）、

販売代理人（Distributor）まで範囲が拡大した。これは川上から川下までの一貫してチェックし、

違反を防いでいくことが狙いである。

３．ＩＥＣ６２３１（電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、

ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の見直し

3.1　規格構成の変更及び分析法の追加

　2008 年 12 月に IEC（International Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）から

電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェ

ニルエーテルの分析方法に関する国際規格 IEC62321 第 1.0 版が発行された。これまで RoHS 規制

物質の分析はこの IEC62321 の試験・分析方法に準じて行われてきた。規格書は前処理法、スク

リーニング分析法、分析手法別材料及び機器中の各成分の定量法、附属書 A～ H によって構成さ

れている（図５）。

　2013 年から規格書の構成及び新規分析法

の変更、追加などの改訂作業が進められて

いる。改訂のポイントは①分析方法・項目

別に分割しての規定②PBB，PBDE の成分元

素である臭素のスクリーニング分析とし

て、燃焼イオンクロマトグラフ法（ボンブ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、フラスコ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、管状炉燃

焼－イオンクロマトグラフ法）の追加③高

分子材料、金属、電子部品中の水銀の分析

法の CA－AAS（冷蒸気原子吸光分析法）の

中に TD ／ G-AAS（熱分解アマルガム化原子

吸光分析）を追加④PBB，PBDE の分析法に

IA－MS（イオン付着質量分析）、HPLC－UV（UV 検出器－高速液体クロマトグラフ分析）を追加⑤

新たにフタル酸エステルの分析法の質量分析法の追加などである（図６）。

 

3.2　比色法による金属試料の無色及び着色防食被膜中の六価クロムの分析

　スポット試験による目視判定が削除された（2015 年 9 月に削除）。また、沸騰水抽出比色試験

後の六価クロム含有判定の考え方が変更された。以下に改訂前の沸騰水抽出比色試験法の概要と

改訂後の六価クロム含有判定基準の変更点（表１）について説明する。

　改訂前の沸騰水抽出試験法

　試験する試料の表面積は 50 ㎠ ±5 ㎠とする。試料を 50ml の沸騰水中に入れ 10±0.5 分間浸漬

する。試験後、試料を取り出し溶出液を 50ml に定容する。冷却後、オルトリン酸溶液を加える。

試料液を 25ml に等分し、試験液とブランク液とする。試験液に発色液を 1ml 滴下し、溶液の一

部を 1 ㎝の吸収セルに移し、540nm における吸光度をブランクと照合して測定する。予め作成し

ている検量線から試験液中の六価クロム濃度を求める。

　本法での六価クロムの検出下限は 0.02mg/kg である。0.02mg/kg 以上の六価クロム濃度が検出

された場合は六価クロムの存在がありと判断する。

　改訂規格では試料表面積当りに換算した六価クロム濃度による含有判定の考え方に一部変更が

あった。

　試料表面積あたりに換算した六価クロム濃度が、従来の考え方では 0.1μg/ ㎠であれば六価ク

ロム有と判定していたものが、改訂ではグレーの判定に変更されると共に、グレーゾーンに入っ

た場合は 3 回の繰返し測定の平均で 0.1μg/ ㎠未満か 0.13μg/ ㎠以上で最終判定することにな

った。

　また、この 0.1μg/ ㎠を膜厚、密度を 0.2μm、5g/ ㎤に仮定した代表的なクロメート被膜中の

六価クロム量に換算すると 1000μg/g（1000ppm）になる。

表１　含有判定の変更点

3.3　フタル酸エステル類のスクリーニング試験分析法

　改訂 IEC62321（図６）では公開されていないが、フタル酸エステル類のスクリーニング試験

分析法の規格化検討が進められている。フタル酸エステル類については化学構造の中にハロゲン

元素や金属元素を含まないため、従来のスクリーニング分析法である蛍光Ｘ線分析の適用が困難

である。現在、熱抽出 GC－MS 法が有力な分析法の候補に挙がり検討が進められている。2019 年

までには熱分解 GC－MS 法が正式にスクリーニング分析法として採用される予定である。

４．終わりに

　電気製品に関わる RoHS 指令、自動車に関わる ELV 指令、REACH 規則など発効により、製品中

の環境負荷物質に対する要求が増々厳しくなってきている。また、企業側でも独自の自主基準を

定め、徹底した化学物質管理を行っている。環境に配慮した製品でなければ売れない時代になっ

てきている。ものづくり企業にとって、日常から的確に情報を収集し経営の中に取り込んでいく

ことが今後とも重要になってくるのではないだろうか。

図 5　IEC62321 2008ver1.0 規格構成

図 6 　改訂 IEC62321 規格構成
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1．緒言

　アルマイト技術者が 1、2ヶ月に一度、目を通すと有益なホームページを紹介する。

２．序論・・・・強烈な情報から学んだ事

2015 年秋に東京で開催された「第５回おおた研究・開発フェア～産学連携・新技術展～」の

「小間番号 30 近畿大学」をクリックしたら図１が現れた。フロント・ページに４枚の画像が現れ

て、数秒ごとに代わる。画像 3 に衝撃を受けた。「象牙の塔」から「養殖マグロ」への進化に２

１世紀を感じた。画像掲載の決断にも感服した。画像 3 に匹敵するアルマイト技術は何か？と自

問自答した。アルミニウムの窒化処理（特開 2009－228045）、アルマイト皮膜へのプラズマ処理

（特開 2010－270344）、従来とは異なる成膜条件域での交直重畳電解によるアルマイト（特開

2015－124400）を思い出したが、更なる発想の転換に苦戦中。

画像（1）　　　　　　　　　画像（2）　　　　　　　　　画像（4）

画像（3）

図１　悪戯や偽物でない、 ホンモノのホームページ

２．定期的更新の鍍金（めっき）業界ホームページはアルマイト技術者にも有益

2.1　全鍍連のホームページ

全国鍍金工業組合連合会は「全鍍連」の愛称で親し

まれている。図２の「お知らせ」をクリックすると詳

細な「お知らせ」の内容がわかる。

●2015.10.02、全鍍連より【組合員情報】平成 27 年度

「表団協セミナー」開催のご案内のお知らせ。

●2015.09.28、環境省より「水質汚濁防止法施行規則

等の一部を改正する省令」の公布について。

●2015.09.18、全鍍連より平成 27 年度「先輩経営者と

の意見交換会」を開催致しました。

●2015.08.20、全鍍連より平成 27 年度第 1 回技術委員

会 (コンクール外観審査 )を開催しました

●・・・・

　図 2 右端の「全国めっき MAP」をクリックすると各地

の鍍金工業組合のリストがある。なお、鍍金工業組合

を狭義の「めっき屋グループ」と思わないで下さい。

なんと、長野県鍍金工業組合の役員は理事長：堀内哲

（春日井アルマイト工業 ( 有 )）、副理事長兼諏訪支部長：實吉敏朗（( 株 ) マルジョウアルマイ

ト）、副理事長兼伊那支部長：清水光吉（宮田アルマイト工業 (株）)である（図３）。

大阪府鍍金工業組合は、「情報化時代の今日、環境問題・経済事情・業界関連ニュースをいち

早く知って頂くため次の広報活動を行っています。●組合広報：当組合より毎月１回発行送付、

●全鍍連誌：全国鍍金工業組合連合会より毎月１回配布」とホームページに書いてある（図４）。

なお、同ホームページに掲載されている「資格と関係法令」の表はアルマイト技術者にも大切で

ある（表１）。

図３　長野県鍍金工業組合　　　　　　　　　　　　　　　　図４　大阪府鍍金工業組合

表１　資格と関係法令 2.2　鍍材協のホームページ

「『鍍金の世界』（めっきのせかい）は、日本鍍金材料

共同組合が発行する日本の月刊情報誌。1968（昭和 43）

年 2 月創刊。・・・めっき業界人だけでなく、幅広い

読者が楽しめる総合雑誌になっている。」とウィキペデ

ィアで紹介されている。「鍍材協出版物」のページに

「定期購読申込」や「めっき手帳」の購入案内が書いて

ある（図５）。

　国会図書館の蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）

で同誌の目次を知ることができる。最近の掲載論文の

一例を以下に示す。　　

●論題：アカデミアシリーズ ( 第 51 回 ) ソリューショ

　ンプラズマによる表面改質と材料開発、４８巻８号 28 ページ～ 33 ページ（2015 年８月）

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 53 回 )PRTR データを読み解くための市民ガイドブ

ック : 平成 24 年度集計結果から (その 1)、４８巻８号 34 ページ～ 38 ページ（2015 年８月）

●論題：モノづくり現場と地球環境問題 ( 第 52 回 ) 電磁波過敏症は次の環境汚染問題となるか ?

(2) その症状と対応策の関連情報、4８巻７号５４ページ～ 58 ページ（2015 年７月）

2.3　機材工のホームページ

日本表面処理機材工業会の「催しもの・出版案内」

のページを図６にしめす。数か月毎に同工業会主催や

表面技術協会と共催の講演会や行事が予告さる。幾つ

かの事例を示す。

●表面処理団体協議会：「平成 27 年度 厚生労働省「化

学物質取扱業種におけるリスクアセスメント支援活動

促進事業」の趣旨。

●初心者セミナー なぜなぜシリーズ第１０弾、『今さ

ら聞けない！！めっきの基礎・装置の基礎』。（1）めっ

き薬品のなぜ、（2）ハルセル分析のなぜ、（3）【特別講

演】《 めっき業界の展望と不良対策》

2.4　めっき業界新聞

新聞は有料であるが、記事の目次はホームページで読めることがある。『日本鍍金新報』は

「形態：タブロイド判　８～２２ページ 毎月 10 日（年 12 回発行）、媒体の特徴：めっき業界専

門紙、独自取材による、企業動向、業界団体、関係省庁の施策、環境問題、公設試による研究開

発、展示会情報等を掲載」と書いてある（図７）。

　表面技術ジャーナル社の「ブログ一覧」に、平成 27 年春の褒章受章者として、「藍綬褒章：奥

野和義（おくの・かずよし）氏、奥野製薬工業株式会社代表取締役社長、一般社団法人日本表面

処理機材工業会会長」と書いてあった（図８）。

図 7　業界新聞 （その 1）　　　　　　　　　　　　　　　　図 8　業界新聞 （その２）

３．定期的更新の官庁関連のホームページ情報はアルマイト技術者にも有益

3.1　中小企業ビジネス支援サイト、J-Net21

　J-Net21 について以下の自己紹介をしている。

「J-Net21 は中小企業基盤整備機構が運営する、中

小企業のためのポータルサイトです。公的機関の支

援情報を中心に、経営に関する Q&A や数多くの企業

事例などを簡単に調べることができます。Q&A や企

業事例以外にも、全国の中小企業向け施策を毎日配

信する「支援情報ヘッドライン」、「中小企業ニュー

ス」・・・など、最新の情報が満載。様々な方面から、

皆様の経営を全面的にサポートするサイト。J-Net21

は、そんなサイトを目指してサービスの向上に努め

ています。ぜひご利用下さい。」

「主要展示会カレンダー」（図９）、「ここが知りた

いＲｏＨＳ指令」（図 10）、「ここが知りたいＲＥＡ

ＣＨ規制」（図は示してない）、「元気なモノ作り中小企業 300 社」を筆者は参照することが多い。

2008 年度の「元気なモノ作り中小企業 300 社」に、以下の紹介文と共に、旭金属工業株式会社

が掲載されている（図 11）。

「航空宇宙製品製造の特殊工程に携わるために必須となる世界で唯一の統一認証プログラム

『Nadcap（国際特殊工程認証システム）』を国内企業で初めて取得した技術力を持ち、国内で唯

一、表面処理にいたる航空機部品の一貫生産を実施」。さらに、「現在、航空機業界では、RｏHS

規制等環境に負荷がかからない航空機及び航空機部品の製造が求められている。同社はクロムめ

っきに替わる加工技術を確立すべく、産学官で研究開発に取り組んでいる」。

なお、Nadcap についての最新ガイドが中小企業庁のホームページで公開されている。なお、

表紙の図 12は縮尺図形でも見やすいように筆者が変形した。

3.2　厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」

「リスクアセスメントとは、事業場にある危険性や

有害性の特定、リスクの見積り、優先度の設定、リス

ク低減措置の決定の一連の手順をいい、事業者は、そ

の結果に基づいて適切な労働災害防止対策を講じる必

要があります。労働安全衛生法第 28 条の 2 では、『危

険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置』

として、製造業や建設業等の事業場の事業者は、リス

クアセスメント及びその結果に基づく措置の実施に取

り組むことが努力義務とされ、その適切かつ有効の実

施のために、厚生労働省から『危険性又は有害性等の

調査等に関する指針』が公表されています。」の解説

が書いてある（図 13）。なお、表面技術協会めっき部会 2015 年９月例会は「リスクアセスメン

ト」であった。

４．「アルマイト」で検索した学術データーベース情報

はアマイト技術者に有益

4.1　G－GLOBAL での検索結果

　G－GLOBAL と次節で紹介するＪ－STAGE は国立研究

開発法人科学技術振興機構（JST）が運営するサービ

スである。「J-GLOBAL は、『つながる、ひろがる、ひら

めく』をコンセプトに、これまで個別に存在していた

科学技術情報をつなぐことで、新たな気付きや発想の

ひろがりを支援する」と説明されている（図 14）。

　G－GLOBAL にキーワードとして、「アルマイト」を入

力すると、図 1４に示すように、2,164 編の論文が検

出された。この論文の中に下記の倉智亮吉の文献があった。

「著者：倉智亮吉 ( 日本電気化学工業所 )、資料名：アルミプロダクツ 巻：28 号：3 ページ：

11-14、 発行年：2015 年 08 月 01 日」

しかし、G－GLOBAL は文献の所在を明らかにするだけで、文献の本文を読むことは出来ない。

本文を読みたい場合は有料で論文を入手しなくてはならない。

4.2　Ｊ－STAGE での検索結果

一方、「総合学術電子ジャーナルサイト『J-STAGE』

は国内で発行された学術論文全文を読むことのでき

る、日本最大級の総合電子ジャーナルプラットフォー

ムです。 ... 2015 年 10 月 02 日現在 全収録誌数 : 

1,893 誌 全収録記事数 : 2,690,692 記事 ...」と説

明されている（図 15）。Ｊ－STAGE に「アルマイト」を

入力したら、図１５の右下に 1,439 編と表示された。

これらの論文は全文を読める。例えば、６０年前の、

「アルマイト加工の現場的諸問題 (2) 蓚酸法で注意す

べきこと、福島俊郎：金属表面技術・現場パンフレッ

ト、Vol. 3 (1956) No. 9、」の論文を読める。

５．結言

大学ホームページのフロント・ページは安田講堂などのタワー建物の写真が常識であったが、

東京大学も、京都大学も、立命館大学も、フロント・ページの写真が数秒ごとに代わる方式であ

った。某「学長日誌」の顔写真は五郎丸選手と同じ顎下の髭であった。しかし、マグロの写真は

無かった。マグロの発想にこだわって、「陽極酸化皮膜またはアルマイト」と「粉砕」の組み合

わせキーワード検索で１９件の日本特許があった。また、欧州特許庁ホームページでの検索に

「anodized aluminum」と「powder」の組み合わせキーワードを入力したら５０件の特許があっ

た。いつの日か、近大マグロを食べて見たいと思っている。

１．はじめに

　2006 年 7 月に RoHS 指令（DIRECTIVE 2002 ／ 95 ／ EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 

THE COUNCIL of 27 January 2003 on the restriction of the use of certain hazardous 

substances in electrical and electronic equipment：有害物質の電気・電子機器への使用制

限指令）が施行されて以来、約 10 年が経過した。今日ではこの EURoHS 指令が世界中に浸透し、

EU諸国以外でもRoHS指令に沿った製品有害物質規制が各国で発効されている。国内のJ-Moss法、

中国 RoHS，韓国 RoHS、タイ RoHS 規制などがその代表的なものである。

2011 年に規制対象製品、規制対象物質などを追加した修正案が欧州理事会で採択され、RoHS

改訂指令（2011 ／ 65 ／ EC）が発効された。また、RoHS 改訂に併せて規制物質の試験分析法の

国際規格である IEC62321（国際電気標準会議：電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六

価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の改訂作業が進めら

れている。本稿では RoHS 改訂指令の中でポイントとなる対象カテゴリー、規制物質、CE マーキ

ングと IEC62321 の改訂状況について説明する。

２．改訂 RoHS 指令

2.1　対象カテゴリーの追加

　2006 年に発効された RoHS 指令では 11 分類された製品カテゴリー（図１）の中で①から⑦ま

図 1　対象カテゴリーの追加

での製品が規制の対象であった。

　今回の改訂で既にカテゴリー 8 の医療用機器、カテゴリー 9 の監視制御機器の適用が 2014 年

7月から開始されている。続いて2016年7月には体外診断機器が、2017年の7月には、産業用監視、

制御機器の適用がスタートする予定である。カテゴリー 11 のその他の電気電子機器については

2019 年の 7月に適用の開始が決定している。

2.2　規制物質の見直し

　RoHS指令ではカドミウム、鉛、水銀、六価クロム、

ポリ臭化ビフェニル（PBB）、ポリ臭化ジフェニル

エーテル（PBDE）の６物質を規制物質に定めてい

る。RoHS 改訂作業の中でナノカーボンチューブ、

銀ナノ等のナノマテリアル、フタル酸エステル類、

臭素系難燃剤などが追加規制候補物質として検討

されてきたが、改訂 RoHS では最終的にフタル酸

ジ -2- エチルㇸキシル（DEHP）、フタル酸ブチル

ベンジル（BBP）、フタル酸ジ -ｎ- ブチル (DBP)

とヘキサブロモシクロドデカン（HBCDD）の４物

質が残った（図２）。これらの物資は既に公表さ

れている REACH 規則の中の高懸念物質 (SVHC) に

含まれており、今後も規制対象物質はこの SVHC の中から選定されていくと言われている。今回

の改訂 RoHS の中では追加、変更はなかったが、2019 年 7 月には 4 物質の追加規制される予定で

ある。

2.3　ＣＥマーキングの貼付の義務化

　改訂 RoHS での最大の着目点は CE マーキングの貼付の義務化である。CE マークとはすべての

EU の基準を満たした商品に付けられるマークである（図３）。

2008 年に欧州議会及び理事会で決定されたニューアプローチ指令では適合評価（Conformity

Assessment）手法を規定するモジュールに従って要求される技術文書をそろえて、適合宣言し製

品に CE マークを貼付なければならないと規定している。改訂 RoHS では自社に要求される技術文

書をそろえて、適合宣言（Declaration of　Conformity）を行い、上市前に CE マークを貼付す

ることを義務付けた。

この CE マークは製造者の責任において、自主的に貼れるが、技術文書と適合宣言書を当局か

らの求めに応じて提出できるように常時、揃えて置かなければならない。また、技術文書と適合

宣言書は、10 年間の保管を義務付けている。

　さらに改訂 RoHS 指令第 16 条には整合規格（EN50581）を満足しなければならないことを規定

している（図４）。適合宣言はこの規格にしたがってエビデンスを揃えることによって、行うこ

とができる。

2.4　適用除外項目

初版では蛍光灯中の水銀 (5mg)、誘電体セラミックス材中の鉛、電気接点中のカドミウムなど

39 項目の適用除外用途項目を設定した。以後、2011 年 7 月に第 1.0 版、2012 年 6 月に第 2.0 版、

2013 年 3 月に第 2.1 版、2015 年 2 月に第 2.2 版が公布され、見直しが行われている。RoHS 指令

公式サイト http://ec.europa.eu/environment/waste/rohs_eee/legis_en.htm に詳細が述べられ

ている。

　改訂 RoHS では適用除外項目の最長有効期間がカテゴリー 1 ～ 7 及び 10 では 5 年、カテゴリー

8、9 では 7 年に設定している。また、カテゴリー 8、9 に該当する医療用機器、監視・制御用機

器ではＸ線遮蔽用鉛やＸ線測定用フィルター中のカドミウムなど 40 項目の適用除外項目が設定

されている。

2.5　対象者の変更

　旧版 RoHS では製造者（Producer）だけが対象であった。改訂 RoHS では事業者（Economic 

Operator）、製造者（Manufacturer）代理（Authorised　Representative）、輸入者（Importer）、

販売代理人（Distributor）まで範囲が拡大した。これは川上から川下までの一貫してチェックし、

違反を防いでいくことが狙いである。

３．ＩＥＣ６２３１（電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、

ポリ臭化ジフェニルエーテルの分析方法）の見直し

3.1　規格構成の変更及び分析法の追加

　2008 年 12 月に IEC（International Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）から

電気・電子機器中の鉛、水銀、カドミウム、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェ

ニルエーテルの分析方法に関する国際規格 IEC62321 第 1.0 版が発行された。これまで RoHS 規制

物質の分析はこの IEC62321 の試験・分析方法に準じて行われてきた。規格書は前処理法、スク

リーニング分析法、分析手法別材料及び機器中の各成分の定量法、附属書 A～ H によって構成さ

れている（図５）。

　2013 年から規格書の構成及び新規分析法

の変更、追加などの改訂作業が進められて

いる。改訂のポイントは①分析方法・項目

別に分割しての規定②PBB，PBDE の成分元

素である臭素のスクリーニング分析とし

て、燃焼イオンクロマトグラフ法（ボンブ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、フラスコ

燃焼 - イオンクロマトグラフ法、管状炉燃

焼－イオンクロマトグラフ法）の追加③高

分子材料、金属、電子部品中の水銀の分析

法の CA－AAS（冷蒸気原子吸光分析法）の

中に TD ／ G-AAS（熱分解アマルガム化原子

吸光分析）を追加④PBB，PBDE の分析法に

IA－MS（イオン付着質量分析）、HPLC－UV（UV 検出器－高速液体クロマトグラフ分析）を追加⑤

新たにフタル酸エステルの分析法の質量分析法の追加などである（図６）。

3.2　比色法による金属試料の無色及び着色防食被膜中の六価クロムの分析

　スポット試験による目視判定が削除された（2015 年 9 月に削除）。また、沸騰水抽出比色試験

後の六価クロム含有判定の考え方が変更された。以下に改訂前の沸騰水抽出比色試験法の概要と

改訂後の六価クロム含有判定基準の変更点（表１）について説明する。

　改訂前の沸騰水抽出試験法

　試験する試料の表面積は 50 ㎠ ±5 ㎠とする。試料を 50ml の沸騰水中に入れ 10±0.5 分間浸漬

する。試験後、試料を取り出し溶出液を 50ml に定容する。冷却後、オルトリン酸溶液を加える。

試料液を 25ml に等分し、試験液とブランク液とする。試験液に発色液を 1ml 滴下し、溶液の一

部を 1 ㎝の吸収セルに移し、540nm における吸光度をブランクと照合して測定する。予め作成し

ている検量線から試験液中の六価クロム濃度を求める。

　本法での六価クロムの検出下限は 0.02mg/kg である。0.02mg/kg 以上の六価クロム濃度が検出

された場合は六価クロムの存在がありと判断する。

　改訂規格では試料表面積当りに換算した六価クロム濃度による含有判定の考え方に一部変更が

あった。

　試料表面積あたりに換算した六価クロム濃度が、従来の考え方では 0.1μg/ ㎠であれば六価ク

ロム有と判定していたものが、改訂ではグレーの判定に変更されると共に、グレーゾーンに入っ

た場合は 3 回の繰返し測定の平均で 0.1μg/ ㎠未満か 0.13μg/ ㎠以上で最終判定することにな

った。

　また、この 0.1μg/ ㎠を膜厚、密度を 0.2μm、5g/ ㎤に仮定した代表的なクロメート被膜中の

六価クロム量に換算すると 1000μg/g（1000ppm）になる。

表１　含有判定の変更点

3.3　フタル酸エステル類のスクリーニング試験分析法

　改訂 IEC62321（図６）では公開されていないが、フタル酸エステル類のスクリーニング試験

分析法の規格化検討が進められている。フタル酸エステル類については化学構造の中にハロゲン

元素や金属元素を含まないため、従来のスクリーニング分析法である蛍光Ｘ線分析の適用が困難

である。現在、熱抽出 GC－MS 法が有力な分析法の候補に挙がり検討が進められている。2019 年

までには熱分解 GC－MS 法が正式にスクリーニング分析法として採用される予定である。

４．終わりに

　電気製品に関わる RoHS 指令、自動車に関わる ELV 指令、REACH 規則など発効により、製品中

の環境負荷物質に対する要求が増々厳しくなってきている。また、企業側でも独自の自主基準を

定め、徹底した化学物質管理を行っている。環境に配慮した製品でなければ売れない時代になっ

てきている。ものづくり企業にとって、日常から的確に情報を収集し経営の中に取り込んでいく

ことが今後とも重要になってくるのではないだろうか。

試料表面積あたりの 

六価クロム濃度 

（μg/㎠） 

改訂前の判定の考え方 改訂後の判定の考え方 

～０．１ 陰性（六価クロムなし） 陰性（六価クロムなし） 

０．１～０．１３ 陽性（六価クロムあり） グレー（含有又は非含有の可能性） 

０．１３～ 陽性（六価クロムあり） 陽性（六価クロムあり） 




